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企業理念の実践により
「エネルギーと環境の共生」を目指して
常に新しい技術の開発にチャレンジしながら
持続可能な社会に貢献するグローバルな
電力会社として持続的成長を目指します

今日、日本のエネルギー・環境を取り巻く状況は
複雑さを増しており、これまで経験したことのないよ
うな、まさに大変革の渦中にありますが、このような
環境下においても、サステナビリティレポートの副題
にもある「エネルギーと環境の共生」は、J-POWERグ
ループの事業の根幹を支える不変の理念であり、今
後も実現へ向けて取り組んでまいります。
具体的な取り組みとして、石炭火力発電について
は、長年培ってきた世界最高水準のクリーンコール
技術の国内外での普及を通じて、地球温暖化問題を
はじめとする環境負荷の低減とエネルギーの安定供
給との両立に取り組むとともに、高効率石炭火力発
電所の新増設・リプレースや長期的な低炭素化に向
けた技術開発を推進しております。
また、低炭素化に向けた取り組みとしては、再生可
能エネルギーの導入拡大に向けた取り組みも進めて
おり、水力、風力、地熱など多様な再生可能エネル
ギーの活用によって、電源の低炭素化に努めており
ます。
さらに、コーポレート・ガバナンスの充実やコンプ
ライアンスの徹底、安全確保や危機管理・災害への
対応力強化、地域・社会との共生や環境経営の推
進など、企業の社会的責任に応える事業運営を通

じ、社会の持続的な発展に貢献してまいります。
J-POWERグループは、その使命である「電力の安
定供給」と「エネルギーと環境の共生」を、より高い次
元で実現し、日本と世界の持続可能な発展に貢献し
ていくべく、これからも挑戦を続けてまいります。
皆さまの変わらぬご支援を賜りますよう、心からお
願い申し上げます。

2016年8月

取締役社長

トップメッセージ
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J-POWERグループの社会的責任について
J-POWERグループは、「人々の求めるエネルギーを不断に提供し、日本と世界の持続可能な発展に貢献する」という
「J-POWERグループ企業理念」に基づき、電力安定供給と環境保全の両立に取り組んでいます。
この企業理念が、J-POWERグループの社会的責任の原点であることを、グループの一人ひとりが常に忘れることなく、企業
理念に基づく事業遂行に全力で努めていきます。
その規範として「J-POWERグループ企業行動規範」、また特に環境に関する取り組み方針として「J-POWERグループ環境経
営ビジョン基本方針」を定めています。

「わたしたちは人々の求めるエネルギーを不断に提供し、
日本と世界の持続可能な発展に貢献する」

J-POWERグループは、人々の暮らしと経済活動に
不可欠なエネルギーである電気を日夜つくり続け、送り
続けることを使命とするエネルギー会社です。その事業
フィールドは国の内外を問わず、電気を必要とする人々
がいる限り、経験豊かな人材と技術によって人々の期待
に応えていくことを至上の喜びとします。
我々の住む地球は、より豊かな生活を求める人類の経
済活動のすべてを包容し、人々が作りだし消費するエネ
ルギーのすべてを受け止めています。J-POWERグルー
プは、電気をはじめとするエネルギー供給会社として、地

球環境と人類の共存を最も重要な課題と考え、環境と共
存し得るエネルギーを提供し続けることによって、日本と
世界が地球環境の中で、持続可能な発展を実現しうるよ
う貢献することを使命とします。
人々が求めるエネルギーは、時代によって、地域の条件
によって、あるいはその用途によって、質と価格に対する
ニーズが異なっています。J-POWERグループはそうし
た、人々の多様なニーズに柔軟に応えながら、絶えること
なく信頼されるエネルギーを提供し続ける会社でありた
いと考えます。

使　命

─誠実と誇りを、すべての企業活動の原点とする
─環境との調和をはかり、地域の信頼に生きる
─利益を成長の源泉とし、その成果を社会と共に分かち合う
─自らの常に磨き、知恵と技術のさきがけとなる
─豊かな個性と情熱をひとつにし、明日に挑戦する

信　条

J-POWERグループ企業理念（1998年9月11日制定）
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信頼度の高いエネルギーの提供
当社は、経験豊かな人材と最新の技術により、国の内
外を問わず、信頼度の高いエネルギーの提供に全力を尽
くします。

安全の確保
当社は、事業の推進にあたっては、常に安全意識の高揚

を図り、公衆及び作業従事者の安全の確保を最優先します。

環境の保全
当社は、当社の事業活動が環境問題と深く関わっている

との認識に立ち、環境保全活動に積極的に取り組みます。

社会とのコミュニケーションの確保
当社は、公正かつ透明な情報開示や広報活動を行い、
社会とのコミュニケーションを確保します。

社会への貢献
当社は、「良き企業市民」として、海外を含め、積極的に
社会貢献活動に取り組むとともに、地域社会の発展に貢
献します。

働きがいのある企業風土づくり
当社は、安全で働きやすい環境を確保するとともに、社
員の人格・個性を尊重し、常に新しいことに挑戦していく
働きがいのある企業風土づくりに努めます。

法令と企業倫理の遵守
当社は、確固たる遵法精神と倫理観をもって誠実かつ
公正な事業活動を行います。また、市民社会の秩序や安
全に脅威を与える反社会的勢力とは断固対決します。

経営トップの対応
経営トップは、本規範の精神の実現が自らの役割である

ことを認識し、率先垂範の上、関係者への周知徹底に努
めます。
本規範の趣旨に反するような事態が発生したときには、
経営トップ自らが問題解決にあたり、原因究明、再発防止
に努めるとともに、責任を明確にした上、自らも含めて厳
正な処分を行います。

J-POWERグループ企業行動規範（2001年1月1日制定）

J-POWERグループは、

基本姿勢
エネルギー供給に携わる企業として環境との調和を図り

ながら、人々の暮らしと経済活動に欠くことの出来ないエ
ネルギーを不断に提供することにより、日本と世界の持続
可能な発展に貢献します。

J-POWERグループは、エネルギー供給に携わる企業と
して、人々の暮らしと経済活動に欠くことのできない電力
を効率的かつ絶えることなく提供し続けるために、化石燃
料、原子力、再生可能エネルギー等の多様なエネルギー
資源の活用に知恵と技術を結集して取り組む。
その事業活動に伴い発生する環境への影響を小さくす

るよう常に努力し、地球温暖化防止対応をはじめとした環
境リスクの低減と環境効率（生産量／環境負荷量）の向上
を図り、環境配慮と経済価値の向上を同時に実現するこ
とにより、日本と世界の持続可能な発展に貢献する。

地球環境問題への取り組み
エネルギーの安定供給に向けて最大限の努力を傾注す

るとともに、低炭素化に向けた取り組みを国内外で着実に
進め、地球規模でCO₂排出の低減に貢献していきます。
そのため、「石炭火力発電の低炭素化の推進」、「次世代

の低炭素技術の研究開発」、「CO₂フリー電源の拡大」等に
より、中長期的視点から「技術」を核にして、日本と世界の
エネルギー安定供給とCO₂排出の低減に取り組んでいき
ます。さらに、究極の目標としてCO₂の回収・貯留などに
よるゼロエミッションを目指します。

地域環境問題への取り組み
事業活動に伴う環境への影響を小さくするよう対策を

講じるとともに、省資源と資源の再生・再利用に努め廃棄
物の発生を抑制し、地域環境との共生を目指します。

透明性・信頼性への取り組み
あらゆる事業活動において法令等の遵守を徹底し、幅

広い環境情報の公開に努めるとともにステークホルダーと
のコミュニケーションの充実を図ります。

J-POWERグループ環境経営ビジョン基本方針（2011年7月1日 改定）
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高効率石炭火力の開発と
次世代に向けた技術開発の促進

自由化がもたらす競争環境への適応と
設備信頼性の向上

事業の選別による
資産効率の向上

●国内の高効率石炭火力の開発
●高効率化・低炭素化に向けた技術開発
　➡火力発電（P11～18）

安全を大前提とした
大間原子力計画の推進

➡大間原子力発電所について（P23～26）

再生可能エネルギーの導入拡大

➡水力発電（P9～10）
➡再生可能エネルギー（P19～20）

海外発電事業の推進

➡海外事業（P22）

当社グループを
取り巻く事業環境

➡電力システム改革による市場競争の
 進展
➡原子力政策の不透明性
➡気候変動問題
➡新興国を中心とした旺盛な電力需要の
 伸び

環境変化をチャンスとする
当社グループの強み

➡競争力があり大量の電気を生む発電所群
➡豊富な開発案件
➡今後のビジネス展開を可能とする優れた環境技術
➡海外事業展開のトラックレコード

克服すべきリスクへの対応
➡一層の低炭素化への取り組み

上記の環境認識と当社グループの強みを踏まえた、
中期経営計画のキー・コンセプト

➡国内での成長は、「自由化された市場で競争に勝ち抜く」ことにより実現
➡企業成長の舞台を国内外に広く求める「グローバル展開」
➡国内外での成長を、一層の「低炭素化技術」で支える

J-POWERグループ中期経営計画
わが国のエネルギー産業は、震災以降長く続いたエネルギー政策の不透明性状態を脱し、新たな挑戦の時代を迎えます。2015
年7月に2030年に向けた「長期エネルギー需給見通し」が策定され、再生可能エネルギー、原子力、石炭火力等の電源構成が示
されるとともに、国際社会に向けた新たなCO₂削減目標も決定されました。また、電気事業の自由化について、最終仕上げとなる
発送電分離を規定した改正電事法が2015年6月に可決成立したのに続き、2016年4月からは電力小売全面自由化・卸規制撤廃
が実施されました。
こうした状況を受け、J-POWERグループは、今後10年間のさらなる成長に向けた挑戦を中期経営計画として2015年に策定しま
した。下図では、中期経営計画で示されたJ-POWERグループの取り組みと本レポートの掲載内容との関係を紹介しています。


